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次に、 マーケティング法の講義の中で、 何を解説しているかについて、 簡単に述べる。まず、 前提として、 マー
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ということであ 。法学部の講義では これら 内容を踏まえて、マーケティング法の講義項目が構成されている。　
具体的にマーケティング法の講義内容は、３年生から受講できる科目の授業であり、民法との接続というこ
















で４項目をあげることができる。まず、１番目は、マーケティングというものを考える場合、民法との関係もあり、商法との関係もあり、また、独占禁止法との関係もある。このようなことから、専門分野の異なる教員間で協力をしていくことが必要であるという点である。できれば、マーケティング法を複数の教員の共同担当の科目として作るこ が望ましい。２番目は、法学部の教員と経営学部・経営学科の先生方との協同・コラボレーションが必要になって る可能性があるこ である。３番目は、実務家による教育が必要なのではないかということである。例えば、販売促進の業務を実際に行っている広告代理店の方、あ いは、小売業 法務部の方などから 講義 あればよいということである。４番目は 学研究科（ビジネス法務専攻）においてマーケティング法を科目としてどのように発展させるかという と すでに、たとえば 金融法やエンターテイメントローのように、特定の業界や業種に関する分野が構築され きているわけで が、従前、メーカに関わる法律 法体系や小売業に関わる法律の法体系については、独立した法分野として考えられてこなかったため、マー という視点から それら 分野 も 法分野とし 構築するこ ができるのではないか と考えられる。
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以上、マーケティング法に関して、現時点で考えられるいくつかの事項を説明したものであるが、これら以
外にもこれから考えなければいけない事項が非常に多くある。企業の法務部の方や法律以外の科目の教員の方を含め、多くの方からの意見に基づき、今後、マーケティング法を発展させていくことができればと考えるものである。
